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共通論題「移民」受け入れ国
としての日本を問う
―南アジア出身者の３０年の変化―

子島 進・田中雅子・鹿毛理恵

第30回全国大会は、東洋大学白山キャンパスを会場として2017年９月
23、24日に開催された。以下は、同大会の共通論題「「移民」受け入れ
国としての日本を問う 南アジア出身者の30年の変化 」の報告である。

司会：子島進（東洋大学）
基調講演：丹野清人（首都大学東京）
過去30年の日本における「移民」の受入 南アジア系外国人の長期的な
傾向と労働市場の関係から
事例１スリランカ：鹿毛理恵（東京福祉大学）
二国間の経済社会関係と在日スリランカ人の30年の変化
事例２ネパール：田中雅子（上智大学）

「扉を閉じて、窓は開けっぱなしの国」へ 家族で目指す国、日本

本共通論題は、30回という節目の大会を記念して、日本と南アジアの
人々との関係をふりかえることを趣旨に企画された。外国人労働者人口
は近年増加の一途であり、2017年には127万人となった。「タマンさん」
がコンビニで働き、「クマールさん」がカレー屋を経営する姿が馴染み
の風景となる今日、南アジアからの移民をより広い視野に置いて考える
という問題意識のもと、２名の学会員の報告に加えて、移民研究と労働
社会学を専門とする丹野清人氏に基調講演を依頼した。講演概要は以下
のとおりである。

少子高齢化と人口減少が同時に進む日本では、外国人労働者への大き
な需要が生み出された。この30年の間に、日本にやってくる外国人労働
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者は数が増加したばかりでなく、出身国も多様化した。多様化に最も貢
献しているのが、南アジアや東南アジアから入ってくる人々である。

島国で徹底した入国管理を行う日本では、入管政策のわずかの変更が
外国人に大きな影響を与える。2007年から定住ビザの更新の際に「素行
善良要件（具体的には犯罪歴がないこと）」をつけたり、リーマン
ショック後には一定額の月収と一年以上の雇用継続保証がないと定住ビ
ザを出さないなどの入国制限と帰国促進策を、政府は法改正することな
く、日系人に対して実施した。その結果、2007年末に32万人いたブラジ
ル人は４割以上の減少を見た。この一連の施策の裏返しとして進んだの
が、技能実習生及び留学生の労働力化であり、これがいびつな形で進行
したのが南アジア出身者であった。その典型が「偽装」難民問題である。
日本で難民申請を行うと、法務省の判定までは就労制限なく働け、また
難民認定には通常３年ほど要する（その後、2018年に判定までの就労に
制限がかかり、申請者数は減少に転じた）。このため、認定数自体が少
ないことを承知の上で申請し、この間に稼げるだけ稼ごうとするのであ
る。人手不足であるにもかかわらず、外国人労働者を正面から認めない
政策の矛盾を、意図的に突いてきたとみられる部分である。しかしなが
ら、日本政府の管理制度も、外国人の「制度をくぐり抜けようとする行
為」のいずれもが、長期的な人口変化とグローバルな経済成長からのが
れることはできない。外国人労働者を「生活者」として受け入れるため
の制度設計を行わないかぎり、やがて日本は見限られてしまうだろうと、
丹野氏は警鐘を鳴らした。

事例１スリランカ
スリランカと日本は明治期より経済交流や仏教交流を築いてきた。教

科書には日本文化が紹介されるなど、スリランカ人の日本への興味関心
は高い。1980年代半ば以降、日本経済の成長と産業構造の変化により、
日本人は 3K（きつい、きたない、きけん）労働を嫌がるようになる。
とりわけ農業と中小零細企業の経営者は後継者と花嫁の不足に直面した。
地方自治体と結婚相談所は日本人男性とアジア女性の見合い事業を展開
させた（相談所は結婚が決まると男性側に最低300万円、平均400万円の
支払を請求した）。

最初の花嫁はスリランカ人という説がある。長野県内の某相談所は
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150人のスリランカ女性を斡旋している。アジアの花嫁は豊かな生活を
夢見て来日したが、挙式翌日に逃亡した女性、結婚後すぐに出身国大使
館に助けを求めた女性など問題事案が発生し、メディアもこぞってこの
問題を取り上げた。しかしながら、外国人支援に長年たずさわるスリラ
ンカ人宗教者は、この当時問題が無かったわけではないが、フィリピン
人と比べるとスリランカ人花嫁は嫁ぎ先家族と良い関係を築くことが多
かったと話す。その理由としては、仏教に触れる機会が日本にあること、
学校で日本文化を学ぶ機会があったこと、もともと貧しく身寄りのない
境遇にあったこと、新しい人生をやり直したいという意志が強かったこ
となどがあげられる。

1990年以降、日系人や研修生・技能実習生の受け入れがはじまり、幾
度かの入管法改正を経て、外国人が急増しはじめた。外国人花嫁の話題
は1990年代後半にはほとんど出てこなくなった。2016年末統計によれば、
在日スリランカ人は２万人を超え、うち在留資格「日本人の配偶者等」
は640人である。現在のスリランカ人花嫁の状況把握は難しく、報告者
が確認できたのは４名の事例である。しかし、上記の条件から、彼女た
ちの多くは習慣や言葉の壁を乗り越えて、今も日本社会で暮らし、子ど
もは日本人として立派に成長していると推測される。

事例２ネパール
インド・ネパールレストランやコンビニで、ネパール人と出会う機会

が急速に増えている。一見、門戸を閉ざしているように見えるが、借金
をしてでも入国してしまえば何とかできる日本のことを、ネパール人は

「扉を閉じて、窓は開けっぱなしの国」と呼ぶ。
日本で暮らすネパール人は10年間で約10倍増加し、2016年末時点での

在留登録者は６万7,470（男４万3,134、女２万4,336）人と、日本で６番
目に多いグループとなった。資格別に見ると「留学」（２万2,967人）が
最も多く、「家族滞在」（１万7,471人）と料理人を含む「技能」（１万
2,480人）が続く。

ネパールから見た憧れの移住先は、アメリカやオーストラリアなどの
英語圏である。しかし、看護師など専門職のスキルや英語力を身につけ
る必要があるため、渡航前に教育投資ができる階層でないと夢は叶わな
い。ベビーシッターとしても渡航できるドイツなど非英語圏欧州諸国は、
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渡航後に現地語を習得する時間がかかるが、そのためのサポートが得や
すく、進学や就労のチャンスも大きい。しかし、欧米諸国に渡航できる
者は限られている。

就労目的の移住者にとって手ごろな行き先は、マレーシアや、カター
ルなどの湾岸諸国とインドである。渡航費が安く、語学力や学歴も不問
の場合が多いが、警備員や家事労働者、工場や農場の労働者として厳し
い暮らしを強いられる。女性家事労働者に対する暴力事件が後を絶たな
いことから、ネパール政府が家事労働者としての渡航を禁じている国も
ある。

日本と韓国は、欧米諸国と湾岸諸国やマレーシアとの間に位置づけら
れる。韓国への渡航は、語学試験に合格する必要があり、日本よりハー
ドルが高い。一方、日本を目指す場合「留学」資格であっても日本語力
に対する明確な基準はない。料理人の場合、経験があるという職歴を記
した書類を提出すれば「技能」資格が与えられる。日本語学校の学費が
最低でも100万円、コックの仲介料には200万円かかると言われるが、渡
航費さえ準備できるなら、日本はネパール人にとって目指しやすい国で
ある。

家族の呼び寄せも増加しており、20歳未満の子の数が１万人に近づい
ている。首都圏に住む子どもが活用できる教育資源には、1）欧米系よ
り学費が手頃なインド系もしくはネパール系インターナショナル・ス
クール、2）公立校、3）NPO による学習支援、4）公立中学の夜間学級
がある。

英語を教授言語とするインド系やネパール系のインターナショナル・
スクールは、ネパール語も科目として学べ、日本語ができなくても学業
を続けられる唯一の選択肢である。2013年杉並区に開校した「エベレス
ト・インターナショナル・スクール・ジャパン」には、2017年４月現在、
３年間の就学前教育に51名、１年生から７年生までに121名が在籍して
いる。しかし、月４万円の学費は安くはなく、きょうだいで通学するに
は家計への負担が大きい。

公立校は授業料が無償であり、他の選択肢がない地域では、ネパール
出身の子どもの多くが在籍していると考えられる。東京都の公立学校に
おける母語別外国人児童・生徒数をみると2014年度にネパール語を母語
とする者は101人おり、中国語、フィリピノ語、英語、韓国・朝鮮語に
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次いで５番目に多い。しかし、未だに日本語の個別指導など学習支援体
制が不足している公立校が多く、日本語未習得を理由に入学を拒否され
たネパール出身の子どももいる。

NPO のフリースクールなどの学習支援は、団体により運営方法が異
なるが、日本の公立校への編入や高校・大学受験を目指す子が日本語学
習や受験勉強をする場としてだけでなく、学校に通えない子にとって

「居場所」の役割も果たしている。月に１～３万円の授業料や交通費に
対する公的な助成はないため、子どもたちの負担は大きい。

公立中学校の夜間学級は、中学までの９年間に相当する教育を受けて
いなければ、学齢超過でも入学できる。授業料は無償で、昼間はアルバ
イトで忙しい料理人家庭の子も夕方から通うことができる。都内にある
８校で学ぶネパール出身生徒数は、2016年９月末で145人に達し、中国
出身者を抜いて最多のグループとなった。高校進学を目指す生徒もいる。

複数の教育資源があるものの、日本語の読み書きができない親は同郷
の知人からの口コミ情報に頼る他なく、子どもにあった学校を選べない
こともある。授業料負担の重さや学校側の入学拒否の事例から、学齢期
のネパール出身者の中には、不就学状態にある子どももいると推察され
る。

ネパールからの移住は、就労を目的とする男性単身者の短期滞在から、
収入だけでなく教育やよい良い暮らしも求める家族ぐるみの定住へと変
わりつつある。しかし、教育をめぐる課題を見ても、他の移住者コミュ
ニティが経験した困難が繰り返されていることがわかる。「移民政策」
が不在のままネパールから日本への移住が加速化することが、在日ネ
パール人の子どもたちにどのような影響を与えるのか、注意深く見てい
く必要がある。

付記：当日の報告では、インド、パキスタン、バングラデシュ人の動向には触れることがで
きなかった。上記３か国を中心に、南アジアからの移民に関する文献を紹介したい。

参照文献
東聖子、2009「滞日スィク教徒の移住経験にみる可能性と周縁性」森本豊富編『移動する境

界人 「移民」という生き方』153-192ページ、現代資料出版。神戸と東京にあるグルド
ワーラーに集うスィク教徒に関する考察。

岡尾将秀、2017「修験道寺院におけるスリランカ仏教の祭り」、三木英編『異教のニューカ

学会近況 共通論題「移民」受け入れ国としての日本を問う 南アジア出身者の３０年の変化

99



マーたち 日本における移民と宗教』157-177ページ、森話社。日本に住むスリランカ人
とテーラワーダ仏教に関心のある日本人の交流。

工藤正子、2008『越境の人類学 在日パキスタン人ムスリム移民の妻たち』東京大学出版会。
パキスタン人男性と結婚した日本人女性の経験、ならびに国際結婚から生み出されるトラ
ンスナショナルな家族の形成について考察。

佐野麻由子・田中雅子、2016「移住によって潜在能力は発揮できるか？ ジェンダーの視点
で見た滞日ネパール人の特徴」、KFAW 調査報告書 Vol. 2015-2、アジア女性交流・研究
フォーラム。滞日ネパール人と日本からの帰国者への調査から、移動の動向と日本での生
活の質、セイフティネットやその活用（特にジェンダーによる違い）について考察。

澤宗則・南埜猛、2003「グローバリゼーション下の在日インド人社会 エスニック集団と
『場所』との再帰的関係」秋田茂・水島司編『現代南アジア 6 世界システムとネット
ワーク』347-367ページ、東京大学出版会。神戸の在日インド人（オールドカマー）と東
京（ニューカマー）を対比しつつ、「場所」の意味を考察。

中村尚司、1994『人びとのアジア 民際学の視座から』岩波書店。激変するアジア諸国の状
況と、日本に住む花嫁や出稼ぎ労働者たちの生き様。

長谷安朗・三宅博之編、1993『バングラデシュの海外出稼ぎ労働者』明石書店。前半部は日
本で働くバングラデシュ人の内面に迫る論考。後半部はバングラデシュ国内の労働事情と
海外での出稼ぎについて考察。

樋口直人・稲葉奈々子 2007「消費社会のスペクタクルとトランスナショナリズムの逆説
バングラデシュの移民家族と開発される欲望」樋口直人・稲葉奈々子・丹野清人編『国

境を越える 滞日ムスリム移民の社会学』244-274ページ、青弓社。「先進消費社会」であ
る日本から帰国したバングラデシュ人が、帰国後も維持する「消費者」の側面を分析。

福田友子、2012『トランスナショナルなパキスタン人移民の社会的世界 移住労働者から移
民企業家へ』福村出版。パキスタン人による宗教団体や同郷団体の設立、中古車貿易業の
展開、さらにジェンダー・家族形成を含む大部の著作。

南真木人、2013「日本のネパール人社会」、吉原和男他編『人の移動事典日本からアジア
へ・アジアから日本へ』266-267ページ、丸善出版。料理人や留学生の増加と在留ネパー
ル人組織について紹介。

山本須美子、2017「在日インド人家族の学校選択を通してみたトランスナショナリズム」
『アジア文化研究所研究年報』51号、271-289ページ。首都圏在住のインド人家族の若者と
その家族を対象として、学校選択の要因について調査。

Karunaratne, H.D. 2007 Distant Neighbours at Workplace : A Study of Sri Lankan Migrant
Workers in Japan, Department of Business Economics, Faculty of Management and Fi-
nance, University of Colombo. スリランカ人による日本への労働移動の動向と仕組みに
ついて、両国の労働市場および社会経済的変容を踏まえながら分析。

ねじま すすむ ●東洋大学

たなか まさこ ●上智大学

かげ りえ ●沖縄国際大学

南アジア研究第30号（2018年）

100


